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１．トラック産業の現状
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事業者の９９．９％が中小企業（資本金
３億円以下又は従業員３００人以下）の
脆弱な業界体質。

国内貨物輸送量 トラック事業者の規模

従業員数別 車両数別

営業用トラック輸送はわが国の国内物流
の基幹的輸送機関として国内貨物輸送
の約４割を占める（トンキロベース）。
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資料：全日本トラック協会「経営分析報告書」

トラック運送業は、本来の事業活動では平成１９年度
以降赤字傾向となっており、苦しい状況が続いている。

営業利益率の推移
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輸送量(ﾄﾝｷﾛ) 事業者数 車両数
輸送量（千万トンキロ）
事業者数（者）

車両数（両）

(事業者数、車両数：平成26年度 売上高：平成25年度 国土交通省調べ
総従業員数、運転者数：平成26年総務省「労働力調査」)

平成26年度実績

新規参入事業者：46,531者
退出等事業者数：23,966者

事業者増加：22,565者

事 業 者 数 車 両 数 売 上 高 総 従 業 員 数 うち運転者数

62,637者 136万両 156,126億円 185万人 83万人
平成26年度実績(単位：百万トンキロ)

事業者数・輸送量・車両数
（貨物軽自動車運送事業を除く）

※輸送トンキロ数は、平成２２年度以降統計手法の変更があったため、それ以前との連続性がない。

1,054,668

1,358,228
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中部管内事業者数の推移
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※ 退出等事業者数には、合併、譲渡により消滅した者を含む。
貨物自動車運送事業法は、平成2年12月1日より施行。

年度
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 業種別  業種別
　 特　積 一　般 霊　柩 特　定 合　計 　 特　積 一　般 霊　柩 特　定 合　計

運輸局・支局等 運輸局・支局等

札 幌 12 1,465 95 19 1,591 鳥 取 2 295 25 9 331
函 館 1 276 47 2 326 島 根 1 382 44 6 433
旭 川 1 431 58 8 498 岡 山 3 1,124 67 47 1,241
室 蘭 0 346 35 2 383 広 島 17 1,460 126 44 1,647
釧 路 0 292 23 4 319 山 口 2 620 57 13 692
帯 広 0 319 20 6 345 計 25 3,881 319 119 4,344
北 見 0 208 21 6 235 徳 島 5 364 56 10 435

計 14 3,337 299 47 3,697 香 川 4 575 41 11 631

青 森 4 783 88 17 892 愛 媛 6 733 59 6 804
岩 手 4 555 87 6 652 高 知 3 432 60 14 509
宮 城 2 1,153 121 19 1,295 計 18 2,104 216 41 2,379

秋 田 0 341 60 2 403 福 岡 15 2,123 176 19 2,333
山 形 1 357 57 4 419 佐 賀 1 441 32 0 474
福 島 4 905 106 22 1,037 長 崎 1 506 86 3 596

計 15 4,094 519 70 4,698 熊 本 6 785 123 8 922

中 国

四 国

九 州

北 海 道

東 北

平成２７年３月３１日現在 （単位：者）

貨物自動車運送事業者数（運輸支局別）

計 15 4,094 519 70 4,698 熊 本 6 785 123 8 922

茨 城 5 2,268 158 0 2,431 大 分 1 515 60 4 580
栃 木 4 1,086 142 1 1,233 宮 崎 2 453 59 4 518
群 馬 2 1,143 120 0 1,265 鹿 児 島 4 1,003 120 1 1,128
埼 玉 19 3,442 234 2 3,697 0 840 38 10 888
千 葉 6 2,126 245 3 2,380 280 57,217 4,657 483 62,637

東 京 29 5,391 247 28 5,695
神 奈 川 7 2,503 256 5 2,771
山 梨 3 500 43 0 546

計 75 18,459 1,445 39 20,018

新 潟 7 716 100 4 827
富 山 3 628 45 12 688
石 川 2 723 57 11 793
長 野 9 642 84 5 740

計 21 2,709 286 32 3,048

福 井 1 465 21 7 494
岐 阜 16 852 71 8 947
静 岡 6 1,575 119 17 1,717
愛 知 19 2,755 98 22 2,894
三 重 2 969 45 7 1,023

計 44 6,616 354 61 7,075

九 州

沖 縄
合 計関 東

北陸信越

中 部

○中部運輸局管内における直近５ヶ年の事業者数の推移

３

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 対２２年度比

福 井 508 503 507 494 494 97.2%

岐 阜 939 940 928 951 947 100.9%

静 岡 1,793 1,795 1,778 1,743 1,717 95.8%

愛 知 2,936 2,941 2,930 2,923 2,894 98.6%

三 重 1,022 1,037 1,044 1,047 1,023 100.1%

合 計 7,198 7,216 7,187 7,158 7,075 98.3%

車両数（中部計） 149,062 149,424 148,579 149,860 150,407 100.9%



最近の燃料価格の推移について

1ドル：８０円台 1ドル：１００円台 １ドル：１１０円～

２月１日
１４週連続の値下がり

９８．７円 （最安値）

軽油価格最高値

１６７．４円
平成２０年８月

軽 油

レギュラーガソリン

消費税税率引き上げ
４／１時点
１４２．６円

平成２４年５月
ガイドライン改定

（スタンド：税込み価格） 平成２８年２月１日現在

９８．７円 （最安値）

平成２０年３月
ガイドライン制定

４



２．安全対策に係る取り組み



安全に関する最近の主な施策

営業区域規制の廃止、運賃料金の事後届出、監査項目等の重点化

H18(2006).2 新規参入事業者などに対する早期監査、フォローアップ監査等

H18(2006).10 運輸安全マネジメントの導入

H20(2008).7 社会保険等未加入事業者への行政処分導入及び新規事業者等への法令試験導入

H21(2009).10 監査及び行政処分基準の強化 （飲酒運転、社会保険未加入、指導監督等）

H23(2011).4 監査及び行政処分基準の改正 （文書警告の公表、停止対象車両の基準の明確化など）

Gマーク事業所に対するインセンティブの拡大 （IT点呼時間を１６時間に拡大など）

H23(2011).5 安全規則の改正 （酒気帯びの確認に目視等の他にアルコール検知器の使用を義務付け）

H22(2010).4 安全規則の改正 （点呼における酒気帯びの確認及乗務の禁止の明確化など）

H20(2008).4 トラック事業者に対する厚生労働省との合同監査・監督の実施

H15(2003).4 
貨物自動車運送事業法改正

H18(2006).10 
貨物自動車運送事業法等改正

H21(2009).3 
事業用自動車総合安全プラン2009

H26(2014).11 大型トラックへの衝突被害軽減ブレーキの装着義務付け（新型生産車）

H23(2011).5 安全規則の改正 （酒気帯びの確認に目視等の他にアルコール検知器の使用を義務付け）

H25(2013).5   安全規則の改正（ ５両未満事業所への運行管理者選任の義務付け）

H25(2013).10  監査及び行政処分基準の改正 （悪質・重大な法令違反への処分の厳格化等）

適正化実施機関との連携強化 （速報制度等の導入）

H25(2013).11  受委託点呼（共同点呼）の導入

H26(2014).4   荷主勧告運用通達の改正、Gマーク事業所表彰制度の創設

H26(2014).11
安全プラン2009の中間見直し H27(2015).4 運行記録計の装着義務付け拡大 （車両総重量７トン以上又は最大積載量４トン以上）

H27(2015).6 新規参入時におけるチェック体制の強化

H27(2015).9 乗務時間等告示違反トラック事業者に対する指導方針

H27(2015).9 トラックのフェリー特例（改善基準告示の通達）見直しについて
５



バス・タクシー・トラック事業者に対する監査方針・行政処分等の基準に係る通達を下記のとおり改正

監査方針

（１）悪質な事業者に対する集中的な監査実施
・監査端緒の充実を図りつつ、違反歴等の当該事業者に関する情報等を適切に把握し、重大かつ悪質な
法令違反の疑いのある事業者に対して優先的に監査を実施

・このため、各種通報、法令違反歴等を基に優先的に監査を実施する事業者及び継続的に監視していく
事業者のリストを整備

（２）街頭監査を新設
・バス分野を念頭に街頭監査を新設
・利用者等からの情報や多客期等をとらえ、バスの発着場などにおいて、交替運転者の配置、運転者の
飲酒、過労等の運行実態を点検

・悪質・重大な法令違反の処分を厳格化→事業停止（30日間）

平成２５年
１０月１日施行

効率的・効果的な監査、実効性のある処分の実施について

行政処分
等の基準

・悪質・重大な法令違反の処分を厳格化→事業停止（30日間）
※処分厳格化により新たに追加された事業停止（３０日間）については、平成26年1月1日から適用

・運行管理者の未選任（現行：４０日車）
・整備管理者の未選任（現行：４０日車）
・全運転者に対して点呼未実施（現行：点呼未実施率５０％以上、４０日車）
・監査拒否、虚偽の陳述（現行：６０日車）
・名義貸し、事業の貸渡し（現行：６０日車×違反車両数）
・乗務時間の基準に著しく違反（現行：１２０日車）
・全ての車両の定期点検整備が未実施（現行：２０日車×違反車両数）

・事業停止後も引き続き法令違反の改善なし→許可取消

・その他、記録類の改ざん、交替運転者の配置違反、日雇い運転者の選任等→処分量定の引き上げ

・軽微な法令違反の対象を拡大→文書警告
記録の記載不備については、違反件数の多寡によらず文書警告（行政指導）

・運行管理者資格者証返納命令の厳格化
返納命令の適用事項を見直し、運行管理者の名義貸しの禁止を明示等

平成２５年
１１月１日施行

６



改善基準告示の遵守違反に係る処分量定等について

○ 拘束時間：１日１３時間まで
（１６時間まで延長可。ただし１５時間超は週に２回まで）

○ 休息期間：１日継続８時間以上
○ 運転時間：２日を平均して１日９時間まで
○ 連続運転時間：４時間毎に３０分以上の休憩を確保

（１回につき１０分以上で分割可）

・ 改善基準告示は労使で合意した内容を厚生労働大臣が告示しているもの。 平成９年から内容について変更なし。
・ 行政処分基準は平成２６年１月から変更。
・ 「改善基準告示が著しく遵守されていない場合は、３０日間の事業停止処分」と局長通達で規定。（⑤。厳罰化）

ポイント

改善基準告示等の概要

・ 「改善基準告示が著しく遵守されていない場合は、３０日間の事業停止処分」と局長通達で規定。（⑤。厳罰化）
・ それ以外の場合（①～④）については、処分は軽くなっている。（課長通達）

改善告示の遵守違反 旧 新

①各事項の未遵守
５件以下

警告
（再違反：２０日車）

警告
（再違反：１０日車）

②各事項の未遵守
６件以上 １５件以下

２０日車
（再違反：６０日車）

１０日車
（再違反：２０日車）

③各事項の未遵守
１６件以上 ３０件以下

３０日車
（再違反：９０日車）

２０日車
（再違反：４０日車）

④各事項の未遵守
３１件以上

１２０日車
（再違反：２４０日車）⑤未遵守が１ヶ月間で計３１件以上あった運転

者が３名以上確認され、かつ、過半数の運転
者について告示に規定する拘束時間未遵守

事業停止３０日間

７



処分基準の強化と荷主勧告制度の運用強化

番号
処分
年月日

事業所の
位置

違反事項 処分量定 備考

① 26年6月10日 東京 運行管理者が全く不在 事業停止30日（事業休止中） 速報制度

② 26年7月1日 静岡
名義貸し、整備管理者が全く不在
他１件の違反

事業停止60日＋10日車

③ 26年8月5日 茨城
整備管理者が全く不在
他８件の違反

事業停止30日＋110日車 速報制度

④ 27年1月28日 北海道
乗務時間等の基準の著しい未遵守
他１１件の違反

事業停止30日＋30日車
労基通報
警告書

⑤ 27年4月13日 大阪
点呼の実施違反
他８件の違反

事業停止30日＋90日車 速報制度

⑥ 27年6月3日 広島 名義貸し 事業停止30日＋30日車

⑦ 27年7月14日 栃木
運行管理者が全く不在、点呼の実施違反
他６件の違反

事業停止30日＋60日車 速報制度

○ ３０日間の事業停止処分（平成26年1月1日から適用） ○ 荷主勧告制度の運用強化（平成26年4月1日から適用）

事業者

違
反
行
為

過
積
載
運

過
労
運
転
防

最
高
速
度
違

荷主企業

協
力
要
請
書

警

告

書

荷
主
勧
告

行政処分、輸送
の安全確保命令 ３年以内

に同一
違反

３年以内
に同一
違反

荷主勧告には至らないもの
の、荷主の関与は認められる
場合

荷主が指示するなど荷主の主体的な関与があった
場合、当該荷主に対し是正を勧告、荷主名等公表

改正

改正

⑧ 27年8月3日 青森
運行管理者が全く不在
他９件の違反

事業停止30日＋110日車 速報制度

⑨ 27年8月10日 愛知
乗務時間等の基準の著しい未遵守
他３件の違反

事業停止30日間＋20日車
労基通報
協力要請書

⑩ 27年10月30日 広島
運行管理者が全く不在
他２件の違反

事業停止30日＋文書警告

行防
止
違
反

違
反

等 貨物自動車運送事業法第６４条

物流Ｗｅｅｋｌｙ （平成27年6月15日号）

８



３．トラックドライバー不足に向けた人材確保の

取り組み取り組み



トラックドライバーの年齢構成等と労働環境

• 道路貨物運送業就業者数は、2003年以降増減しつつも、概ね180万人超で推移。
• 道路貨物運送業就業者の全体に占める若年就業者の割合は、全産業平均に 比べて低く、その差は拡大傾向。
• 道路貨物運送業就業者のうち、40代～50代前半の中年層の占める割合が、全産業平均に比べて非常に高い。
• 全産業平均に比べて、道路貨物運送業では就業者に占める女性の割合が非常に低い。

中長期的に、高年齢就業者の割合が急速に高まる一方、若手・中堅層が極端に少ないといった年齢構成の歪み
が顕著になる懸念
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【就業者の年齢構成比】（総務省「労働力調査」（Ｈ26））
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【就業者数と年齢構成の推移】（総務省「労働力調査」）
（単位：％） （単位：2003＝100）

また、手待ち時間の負担や適正な運賃収受ができていないといった課題を背景として、トラックドライバーの労働環境は
長時間労働であり、かつ給料も低い状況にある。
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【女性の進出状況】（総務省「労働力調査」（Ｈ26））
（単位：万人）

道路貨物運送業（大型） 道路貨物運送業（中小型） 全産業

所得額 422 万円 375 万円 480 万円

労働時間 2592 時間 2580 時間 2124 時間

【トラック業界の労働環境】（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（Ｈ26）
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※表敬には、有村治子女性活躍担当相も立会

【総理表敬の概要】

○表敬日時
平成２６年９月９日（火）

○表敬者
建設業従事女性（ドボジョ）：２名
女性トラックドライバー（トラガール）：２名

○表敬趣旨

トラック産業の活性化に向けた人材確保の取り組み

○ 若年層や女性の活躍促進に向けて、業界イメージの改善や官民連携による積極的な情報発信、経営者の意識改革に向
けた啓発強化を図る。

トラガールサイトの開設（自動車局HP）

【トラガールサイトのねらい】

全国で活躍する女性ドライバーを紹介し、トラガールを目指す女性に役立つ情報を提供。

女性ドライバーの活用について、経営者等が積極的に考える契機を作り、業界のイメージ改革を図

る。

また、配送中、女性用トイレが不足しているとの声もあるため、全ト協と連携し、荷主団体等へドライ

バーのトイレ使用等に係る協力要請を行い、協力企業をトラガールサイトで紹介するなどの取組を

実施中。

※トラガール：女性トラックドライバーの呼称 トラガールによる総理表敬

○表敬趣旨
・女性の活躍が十分進んでいない建設業、トラック運送業に

おいて、現場の現役女性の活躍ぶりや、そうした女性を応
援する取組等について紹介。

・表敬を通じて、両分野での女性の活躍の姿や政府等の取
組を広く社会に発信。

【総理からの主なご発言】

現場で働く女性が増えることで、男性にとっても働きやすい
職場環境が実現すると考えている。

トラガールやドボジョといった現場で活躍する女性に、女性
ならではの能力を活かしてぜひ頑張ってほしい。

【トラガールサイトの主な内容】

経営者向けの啓発強化（自動車局・事業者団体）

トラック事業経営者が、将来的なドライバー不足問題を自社の課題として捉え、その解消に向けて

様々な取組を行う 契機とすることを目的に、事業者団体との連携のもと、経営者向けパンフレットを

作成・公表（平成26年9月）。

今後、セミナー等の機会を通じて普及・啓発に努める。

【パンフレットの主な内容】

・トラガールになるには･･･運転免許の種別毎の取得方法を解説

・トラガールの軌跡･･･全国のトラガールへのインタビューを写真とともに掲載

・応援メッセージ･･･有識者や関係業界等から、トラガールへのメッセージを掲載

・リクルート等イベント情報･･･企業説明会やインターン情報等の案内

・若手や女性等をドライバーとして採用するに当たってのポイントを解説

・取組の難易度に応じた事業者による取組例等を紹介。
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※トラガール：女性トラックドライバーの呼称

自動車局ＨＰの「トラガールサイト トラガールの奇跡」より

Vol.5 育児と両立するドライバー

Vol.7 精密部品を優しく運ぶエキスパート

トラック産業の活性化に向けた取り組み
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※トラガール：女性トラックドライバーの呼称

Vol.17 運転が好き・自分の会社が大好きなトラガール

トラック産業の活性化に向けた取り組み
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※トラガール：女性トラックドライバーの呼称

Vol.21 看護師から念願のドライバーへ転身したトラガール

トラック産業の活性化に向けた取り組み
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※トラガール：女性トラックドライバーの呼称

Vol.26 フルトレーラでピカピカの新車を届けるトラガール！

トラック産業の活性化に向けた取り組み
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トラック事業については、依然として厳しい経営環境が続く中、事業者が主体となり、トラックドライバーの確保・育成対策等をふくめた事業活性化に積極的に
取り組みを行っているところであるが、現下の課題となっている、中高年層の男性労働力に依存した状態からの脱却を目指した対策が必要となっている。

そのため、トラック事業者を含めた関係者等で構成する検討会を設置し、トラックドライバーの確保・育成方策等に関する諸課題の整理を行い、効果的な取組
の具体的方策についてとりまとめを行う。

趣旨・目的

検討課題

検討会メンバー（敬称略）

（１） 「業界イメージの改善」に関する課題整理と具体的な取組方策
（２） 「若年層へのアピール強化」「女性の活用」に関する課題整理と具体的取組方策
（３） 官民連携等による一体的推進体制のあり方と取組方策
（４） 効果的な情報発信のあり方 等

２．トラック協会

トラック事業の労働力確保対策検討会

平成２７年２月２７日に第１回、３月２６日に第２回、６月２日に第３回検討会を開催。

スケジュール

１．トラック事業者
恒 川 浩 一 株式会社豊福組運輸 社長
細 江 良 枝 桜運輸株式会社 社長
永 井 秀 人 有限会社ドゥイット 社長
川 北 辰 実 株式会社カワキタエクスプレス 社長
丹 羽 悟 丹羽商株式会社 専務取締役
小 碇 明 株式会社ケー 常務取締役
辻 定 辻運送株式会社 専務取締役
広 瀬 和 秀 中部急送株式会社 社長
水 島 正 芳 北陸トラック運送株式会社 社長

３．行政機関
田 中 佳 忠 愛知労働局職業安定部職業安定課長
諏 訪 達 郎 中部運輸局自動車交通部長
黒 木 徹 中部運輸局交通環境部物流課長
丹 羽 勝 哉 中部運輸局自動車交通部貨物課長
安 藤 和 博 中部運輸局愛知運輸支局首席運輸企画専門官

２．トラック協会
小 池 良 一般社団法人愛知県トラック協会専務理事
窪 田 智 樹 一般社団法人静岡県トラック協会専務理事
川 島 千 秋 一般社団法人岐阜県トラック協会専務理事
伊 藤 信 彦 一般社団法人三重県トラック協会専務理事
中 山 武 一般社団法人福井県トラック協会専務理事
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トラック産業の活性化に向けた取り組み

運輸支局長等による高等学校等への訪問時に使用したリーフレット
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１．日 時：平成２７年８月２４日 １３：３０～

２．参加者：１１名（高校進路担当教諭１名、男子高校生３名、女子高校生５名、大学生２名）

３．協 力：愛知県トラック協会青年部会

４．見学・講演：① 鳴海急送㈱

トラック産業の活性化に向けた取り組み

１．運輸支局長等による高等学校等への訪問
中部運輸局管内・・・４４校

２．サマースクールの概要

（トラックドライバーコンテスト優勝者による講演と実演）

② ㈱オーエヌトランス

（入社５年目の若手社員によるガソリン輸送・トラックの安全対策機器・

ＩＴ活用についての講演）

先進安全自動車
体験

トラガールとの懇談
全国トラックドライバー
コンテスト優勝者（倉本
氏）の講話

経営トップとの交流
若手リーダーによるト
ラック輸送と安全装置・
ＩＴ活用の説明

事業所の見学
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４．生産性向上・労働条件改善に向けた取り組み



第２回～各分野で開催

第１回サービス業の生産性向上協議会

４月２日の政労使会議決定を受け、「小売業、飲食業、宿泊業、介
護、道路貨物運送業において、経団連と意欲ある事業者等が協
力し、生産性向上を図る」枠組みとして、官民合同で立ち上げ。

６月１８日に、総理出席の下、第１回の協議会を首相官邸で５分
野共同で開催し、３００名弱が出席。

総理から、「労働力不足克服のためサービス生産性革命を起こす
とき」と期待を示すコメント。

主な取組み例

サービス業の生産性向上協議会について

製造業等の生産性向上に高い見識を有する経

営者等を招いて意見交換。

製造業の工場見学・製造業生産管理部等の実

務者からのノウハウの解説。

各分野のモデル的な事業者に対して、製造業等

のノウハウに基づくコンサルティングを実施。

業界内で、ベストプラクティスの創出・マニュアル

作成などを行い、横展開。

経団連のサポート

トラック運送業

飲食業

小売業

宿泊業

介護

主な取組み例
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下請等中小企業の取引条件改善に関する関係府省等連絡会議について

内閣官房副長官

内閣府副大臣

○中小・小規模事業者が賃金の引上げをしやすい環境を作るため、一昨年12月の政労使合意等を踏まえ、必要なコストの
価格転嫁、取引先企業の収益の中小企業への還元など、取引条件の改善を図っていく。

会議の目的

（１）価格転嫁等の状況や課題を調査

①親事業者など大企業等及び下請事業者など中小企業に対して調査を実施。

・業種横断的な調査 ⇒ 中企庁が実施
・個別業種ごとの調査 ⇒ 業所管省庁で適宜実施

（国交省では建設業、トラック運送業、貸切バス事業）

今後の取組

会議のメンバー

内閣府副大臣
厚生労働副大臣
経済産業副大臣
国土交通大臣政務官

内閣総理大臣補佐官
内閣官房副長官補

内閣府政策統括官
中小企業庁長官

公正取引委員会事務総長
警察庁、総務省、財務省、
厚生労働省、農林水産省、
環境省、

国土交通省（総合政策局長）

（国交省では建設業、トラック運送業、貸切バス事業）

▼
②H28.3を目処に、調査結果を業種毎にとりまとめ。本連絡会議に報告後、公表。

▼
③当該結果を踏まえて、本連絡会議において、必要な対策をとりまとめ。

（２）広報の実施等

①上記調査の実施について、中企庁及び内閣府を主として、関係団体等の協力を得て、広報活動を展開。
▼

② 調査結果を踏まえて対策がとりまとめられた段階で、効果的な広報の体制検討。

（３）相談体制の整備

①中 企 庁：下請かけこみ寺における価格転嫁等の相談体制を充実（日商、中央会等とも連携）。

②関係府省等：自治体等の協力も得て、所管業種における取引条件の改善に関する相談体制を充実。
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○ 平成２７年４月３日に閣議決定された「労働基準法等の一部を改正する法律案」においては、長時間労働を抑制す
るために、月６０時間超の時間外労働に対する割増賃金率引上げ（２５％→５０％）について、中小企業への適用
猶予を見直し、平成３１年４月から適用することとされている。

○ トラック運送事業者においては、月６０時間超の時間外労働が常態化するなど、長時間労働の実態が見られる。こ
れには、荷主都合による手待ち時間など、トラック運送事業者のみの努力で改善することが困難であるという要因
が背景にある。

○ このため、厚生労働省、国土交通省、学識経験者、荷主、事業者などにより構成される協議会を中央及び全都道府

＜協議会設置の経緯＞

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会

県に設置し、ロードマップに基づき関係者が一体となって取引環境の改善及び長時間労働の抑制に取り組む。

○ 手待ち時間の改善等に向けて、荷主等との連携の下、議論を行っていく。

○ 長時間労働の実態・要因等について、平成２７年９月に実態調査を実施。

○ トラック運送事業者、荷主の双方が問題意識を共有し、長時間労働の改善に取り組んでいくパイロット事業（実
証実験）を各都道府県で行い、課題を整理し対策の具体化を図る。

○ 長時間労働改善ガイドラインを取りまとめ普及・定着を図る。

＜ 取り組み内容 ＞
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長時間労働を抑制するとともに、労働者が、その健康を確保しつつ、創造的な能力を発揮しながら効率的に働くことができ
る環境を整備するため、労働時間制度の見直しを行う等所要の改正を行う。

（１） 中小企業における月60時間超の時間外労働に対する割増賃金の見直し
• 月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率（50%以上）について、中小企業への猶予措置を廃止する。（３年後実施）

（２） 著しい長時間労働に対する助言指導を強化するための規定の新設
• 時間外労働に係る助言指導に当たり、「労働者の健康が確保されるよう特に配慮しなければならない」旨を明確にする。

（３） 一定日数の年次有給休暇の確実な取得
• 使用者は、10日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与えなければならないこととする（労働

者の時季指定や計画的付与により取得された年次有給休暇の日数分については指定の必要はない）。

（４）企業単位での労働時間等の設定改善に係る労使の取組促進（※労働時間等の設定の改善に関する特別措置法の改正）

• 企業単位での労働時間等の設定改善に係る労使の取組を促進するため、企業全体を通じて一の労働時間等設定改善企業委員会の決議を

Ⅰ 長時間労働抑制策・年次有給休暇取得促進策等

※平成27年4月3日閣議決定労働基準法等の一部を改正する法律案の概要

労働基準法等の一部を改正する法律案の概要

• 企業単位での労働時間等の設定改善に係る労使の取組を促進するため、企業全体を通じて一の労働時間等設定改善企業委員会の決議を
もって、年次有給休暇の計画的付与等に係る労使協定に代えることができることとする。

（１） フレックスタイム制の見直し
• フレックスタイム制の「清算期間」の上限を１か月から３か月に延長する。

（２） 企画業務型裁量労働制の見直し
• 企画業務型裁量労働制の対象業務に「課題解決型提案営業」と「裁量的にPDCAを回す業務」を追加するとともに、対象者の健康確保措置の

充実や手続の簡素化等の見直しを行う。

（３） 特定高度専門業務・成果型労働制（高度プロフェッショナル制度）の創設
• 職務の範囲が明確で一定の年収（少なくとも1,000万円以上）を有する労働者が、高度の専門的知識を必要とする等の業務に従事する場合

に、健康確保措置等を講じること、本人の同意や委員会の決議等を要件として、労働時間、休日、深夜の割増賃金等の規定を適用除外とす
る。

• また、制度の対象者について、在社時間等が一定時間を超える場合には、事業主は、その者に必ず医師による面接指導を受けさせなければ
ならないこととする。（※労働安全衛生法の改正）

Ⅱ 多様で柔軟な働き方の実現

施行期日：平成２８年４月１日 （ただし、Ⅰの（１）については平成３１年４月１日）
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中小企業における月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率の引上げについて

現行 改正案

1か月の時間外労働
（１日８時間・１週４０時間

を超える労働時間）

６０時間以下 ６０時間超

大企業 ２５％ ５０％

中小企業 ２５％ ２５％

1か月の時間外労働
（１日８時間・１週４０時間

を超える労働時間）

６０時間以下 ６０時間超

大企業 ２５％ ５０％

中小企業 ２５％ ５０％

平成２２年４月以降、当分の間適用猶予（３年後見直し規定あり）

時間外労働が月60時間超である
労働者が存在する割合

平均的な時間外労働が
月60時間超である割合

大企業 中小企業 大企業 中小企業

全体 8.1% 4.4% 0.5% 0.8%

自動車の運転の業務 40.6% 42.2% 11.7% 13.4%

平成25年度の「脳・心臓疾患」の労災支給決定件数306件のうち、93件（30.4%）が「自動車運転従事者」

関係省庁・業界団体等との連携の下、長時間労働の抑制に向けた環境整備を進めることとする。
その間、施行は猶予することとし、施行日は他の項目より３年遅らせる（平成31年4月）。

２２



トラック輸送における長時間労働の抑制に向けたロードマップ

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

①中央・各都道府県において
協議会の設置・検討
（厚生労働省・国土交通省、
荷主、事業者等による協議会）

②長時間労働の実態調査、対策
の検討

調査の
実施・検証

協議会の開催、パイロット事業の計画・検証、対策の検討、
ガイドラインの策定 等

協 議 会 の 設 置

定
期
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
・

③パイロット事業（実証実験）の
実施、対策の具体化

④長時間労働改善ガイドラインの
策定・普及

⑤長時間労働改善の普及・定着

ガイドラインの策定・普及

パイロット事業(実証実験)の実施

労働時間縮減のための助成事業

普及・定着の促進
助成事業の実施

な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
・更
な
る
対
策
の
検
討

２３



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

地方協議会
開催

地方協議会
開催

地方協議会
開催

・議題の調整（協議会開催に
至る背景、ロードマップの確認、

・議題の調整（実態のヒアリ
ング（運送事業者・荷主）、

・調査の結果報告

・パイロット事業の実施内

平成27年度の地方協議会の進め方

作業スケジュール

学識経験者、荷主、事業者、行政（国土交通省・厚生労働省）などにより構成される協議会を中央及び各都道府県に設置し、実態調査を行うこと
により、次年度の以降のパイロット事業・長時間労働改善ガイドラインの策定等に向け、実態の把握を行う。

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会

至る背景、ロードマップの確認、
平成２７年調査の概要とスケ
ジュール説明・確認）
・調査票送付先の検討

ング（運送事業者・荷主）、
調査の進捗状況報告）

○実態調査の実施

中央協議会で作成し
た調査票において実
施

○パイロット事業の実施内容の検討

・パイロット事業の実施内
容の検討

○実態調査の集計・分析

中央協議会
5月20日開催

中央協議会
11月2日開催

中央協議会
2月19日開催

２４



トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会（中部運輸局管内：開催状況）各県協議会開催状況

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会

開催県 開催年月日 概 要

愛知県

平成27年7月23日（木） 第１回
１．労働基準法等の一部を改正する法律案について
２．実態調査について

平成２７年12月3日（木） 第２回
１．物流事業者におけるＫＰＩの導入及び活用事例について
２．「現場における課題と改善点の見える化事業」について

平成２８年３月７日（月） 第３回 １．来年度のパイロット事業の実施について

静岡県

平成27年8月7日（金） 第１回
１．労働基準法等の一部を改正する法律案について
２．実態調査について

平成２７年12月10日（木） 第２回
1.荷主に関するトラック協会の調査結果
2.荷主（元請け）ヒアリング結果

平成２８年３月４日（金） 第３回 １．来年度のパイロット事業の実施について

２５

岐阜県

平成27年8月3日（月） 第１回
１．労働基準法等の一部を改正する法律案について
２．実態調査について

平成２７年12月9日（水） 第２回 １．荷主ヒアリング（６社分）結果概要紹介ほか

平成２８年３月１０日（木） 第３回 １．来年度のパイロット事業の実施について

三重県

平成27年8月3日（月） 第１回
１．労働基準法等の一部を改正する法律案について
２．実態調査について

平成２７年12月8日（火） 第２回 １．荷主企業と運送事業者の協力による長時間労働の改善に向けた取組事例

平成２８年３月１５日（火） 第３回 １．来年度のパイロット事業の実施について

福井県

平成27年7月30日（木） 第１回
１．労働基準法等の一部を改正する法律案について
２．実態調査について

平成２７年12月7日（月） 第２回
１．物流事業者によるＫＰＩ導入の手引きの説明
２．荷主企業のヒアリング内容の説明

平成２８年３月９日（水） 第３回 １．来年度のパイロット事業の実施について



○本調査は、トラック輸送における労働時間の内訳、手待ち時間の詳細、荷役の契約の有無など、長時間労働の実態及び原因を明らかにし、今後の取引慣行

の改善など、労働時間短縮のための対策検討に資することを目的とし、厚生労働省、国土交通省が共同して実施する。

○今後、対策を検討・推進していく上で、本調査による正確な実態把握が何よりも重要となることから、円滑かつ正確な情報収集に向けて、調査において報告さ

れたデータ等は統計的に処理し、運輸支局や労働基準監督署による監査等に使用しない旨を周知。

①調査の目的等

・地方トラック協会（４７協会）の会員事業者で各都道府県20社以上の事業者から100ドライバー分を回収することを基本とし、

東京・愛知・大阪・北海道は30社以上の事業者から150ドライバー分を回収予定

②調査対象者

③調査内容

ドライバーに下記の各業務に掛かった時間等を記入して頂き、１日の労働時間、業務内容について把握する。（運転日報をより詳しくした調査票をイメージ。

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会（実態調査）

9月の1週間（9/14（月）～9/20（日）の7日間)分を調査対象期間とする。）

併せて、トラック事業者の属性（保有車両数、ドライバー数、荷主企業との状況等）についても把握し、全国及び各都道府県において傾向を分析する。

①始業時間、始業点呼、日常点検、乗務前点呼

②発荷主側での手待ち（対象荷主名、手待ちの内容）

③発荷主側での荷役（その作業の対象荷主名、荷役の内容及び方法（手荷役、フォーク等）、荷役に対する書面化及び料金収受の有無）

④運転時間（一般道路、高速道路（高速料金の支払いの有無）の別）

⑤着荷主側での手待ち（対象荷主名、手待ちの内容）

⑥着荷主側での荷役（その作業の対象荷主名、荷役の内容及び方法（手荷役、フォーク等）、荷役に対する書面化及び料金収受の有無）

⑦終業後の作業、乗務後点呼、終業時間 等

④調査スケジュール

平成27年7月 調査票等を確定

8月 地方トラック協会を経由して対象事業者へ調査票一式を配布

9月 調査実施、調査票の提出

平成27年10～12月 調査票の集計・分析

平成28年1月 中央協議会に結果報告

2～3月 都道府県協議会に結果報告

２６


